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図 0.1.1 農業生産総額と米、養蚕の生産額（1910－40 年、単位：百万円） 
 
注：梅村ほか、1966、146-147 頁（「第 1 表農家生産額：農家庭先価格による当年価格評価」）より作成。 
 
図 0.1.2 米類の生産量の変化（1910－55 年、単位：千石） 
 
注 1：梅村ほか、1966、166-180 頁（「第 12 表品目別農産物の生産量」）より作成。 



















































































































































































































































                                                   
1 平均米価は 1913年に１石 20.73円から、1914年に 13.09円、15年に 12.41に下落した（大川ほか、1966、





4 農林大臣官房総務課編、1959、115-121 頁を参照。 
5 米価維持のため、1920 年 12 月から 21 年米穀法が公布されるまで行われていた系統農会が主導した全国
規模の米不売運動。1920 年末、米価が暴落したため、関西の二府四県（兵庫、大阪、京都、奈良、和歌山、






































き、戦前の朝鮮米移入税が撤廃された 1913 年以降 1942 年食管法成立以前という時期に焦
点を当てて、時代情勢の変化とともに、米価調節論が如何に変容してきたのか、その変容
                                                   
6 大豆生田稔、1993、186 頁。 
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（１）米穀法成立以前の 1910 年代 
（２）米穀法時代の 1920 年代 
                                                   
24 戦前の食糧行政史については、「明治前期」（1868～96 年）、「明治後期」（1897～1912 年）、「大正前期」
（1912 年～21 年 3 月）、「米穀法時代」（1921 年 4 月～33 年 10 月）、「米穀統制法時代」（1933 年 11 月～








（３）米穀統制法成立前後の 1930 年代 
（４）戦後経済復興期 
 

















（２）米穀法時代の 1920 年代という時期には、第一次大戦後の経済不況、及び 20 年代
後半の金融恐慌と相次ぎ、経済全体がデフレ傾向にあった26。米価は 20 年代には前半の乱
高下を経て、25 年に頂点に達し、その後下落しつつあった（図 0.3.1、図 0.3.2）。経済全体






                                                   
25 日露戦後の恐慌及び第一次大戦の戦争インフレ及び戦後の恐慌の状況については、大島（1952）第三章
及び大島（1955）第一、二章を参照。 





図 0.3.1 米価の変動（1910－40 年、単位：石／円） 
 
注：大川ほか、1966、168-183 頁（「第 12 表農産物品目別価格」）より作成。 
 
図 0.3.2 米価指数と一般物価指数の変化（1910－1940 米穀年度） 
 
注 1：食糧管理局、1941、26−31 頁より作成。 
注 2：1900 年 10 月を 100 とした。 


































































景に 1933 年に一旦下落し、1934 年の東北地方の凶作で、また上昇し始め、34 年の東北冷
害及び 1939 年の朝鮮大干ばつによる凶作を除き、米価は上昇の傾向にあった（図 0.3.1）。
また米生産量からみても、1934、39 年の凶作以外、比較的生産量も多かった（図 0.1.2）。
1939 年以降食糧事情が悪化する以前、過剰米の処理は米穀政策の一つの課題であった。ま








あって、図 0.3.3 が示しているように、米穀調節に関する特別会計の割合も 1934 年頃に 2％

















めぐる社会運動が高まってきた。この時期は図 0.3.4 からうかがえるように、1950 年代に
は米生産額の農業生産額に占める割合の変動はあるものの、依然として半分近くを占めて
おり、農業生産における米の重要性が端的に示されている。また、この時期に、消費者運
                                                   
28 1933 年に米が大豊作に見舞われ、政府に対する公定最低価格による売渡の申込みが一千余万名に及んで、
第 65 議会（1933 年 12 月-34 年 3 月）において、米穀政策が焦点となった（産業組合史編纂会編、1966、
503 頁）。 
29 例えば、農林省は 1930 年、33 年産米に対し籾貯蔵奨励政策を実施し、33 年産米の豊作を予想し、33























図 0.3.4 米の生産額及び農業生産額の変化（単位：10 億円） 
 



























1949年 1950年 1951年 1952年 1953年 1954年 1955年 



































































































まず、この時期の米価について検討する。1914〜17 年前後の米価は 1910 年初頭の一般
物価を上回った状態から、物価よりさらに下落した（図 1.0.1）。東西各市場の米価ともに、































                                                   
1 1914 年の供給高合計 5755 万 8372 石から、消費総数量の 5132 万 7220 石を引いて、623 万 1152 石と
なる（食糧管理局、1941、22−23 頁）。 






1910年 1911年 1912年 1913年 1914年 1915年 1916年 1917年 1918年 1919年 1920年 1921年 
物価 
米価 
1912年 1913年 1914年 1915年 1916年 1917年 1918年 1919年 1920年 1921年 
東京市場 20.96 21.33 16.13 13.07 13.67 19.84 32.75 45.99 44.63 30.79
大阪市場 20.57 21.53 15.82 12.90 13.91 19.16 28.84 46.23 45.70 31.63







第一章 米穀法成立以前の米価調節論――1910 年代の議論を中心として 
23 
 
















































































                                                   
4 玉、1995、90 頁。 






























                                                   
5 玉、1995、101 頁。 
6 農政運動の側面に関しては、松田（2012）の研究を、事業団体の側面に関しては、玉（1995）を参照。 




10 石坂橘樹「農界の実力（米価調節問題解決に関して）」（『帝国農会報』5 巻 1 号、12-13 頁） 




















 この帝国農会の機関誌として、『帝国農会報』（月刊、菊版）は 1911 年に創刊された。1923





















12 帝国農会史稿編纂会、1972a、223 頁。 
13 加納久宜「発刊の辞」（『帝国農会報』1 巻 1 号、1-2 頁） 















ように、米穀法が制定された 1921 年以前の約十年間、米価は１石（150kg）当り 10 円台




図 1.1.1 1912～21 年東京深川正米市場月別平均米価（単位：円／石） 
注：中沢、1933、430-466 頁から作成。 
 
                                                   






































































































































































































1914 年、前述のように帝国農会は 10 月の通常総会で政府に対し「米価調節に関する建


























18 帝国農会、1914、99 頁、矢作栄蔵の発言。 
19 矢作栄蔵、東京帝国大学農科大学教授（1907 年）。1910 年産業組合中央会の顧問となり、帝国農会の創
立と同時に特別議員になった。ついで産業組合中央会の監事、理事に選任され、帝国農会の副会長、会長
(1926 年)に就任した。31 年帝国農会名誉会長、1933 年評議員となった。（協同組合事典編集委員会、1986、
1004 頁） 
20 帝国農会、1914、99-101 頁。 




















よって、生産費は異なっているが、自作農は 15.39 円〜11.27 円、小作農は 26.58 円〜8.93










                                                   
21 山田斂、1865 年、福井県の大地主の家に生まれた。1910 年帝国農会の創立後、評議員、副会長を経て、
1939 年に会長に就任。その間、1918 年に貴族院議員となった。1941 年に没。（協同組合事典編集委員会、
1986、1005 頁） 
22 『帝国農会報』4 巻 6 号、16-20 頁。 
23 農商務省（1915）を参照。 









表 1.1.1 「某村」の地主、自作農、小作農の収支状況 




小作米 132 石 
売価金 1980 円 
 
米 39 石１斗 
売価金 586 円 50 銭 
副業収入 25 円 
計：611 円 50 銭 
米 38 石 1 斗 8 升 
差引米 21 石 4 斗 6 升 
売価金 321 円 90 銭 
副業収入金 25 円 
同稼賃 金 30 円 













金 1490 円 
 内訳 











合計 2253 円 50 銭 
一、公課 























合計 733 円 70 銭 
一、公課 






















合計 446 円 72 銭 5 厘 
収支差引 －283 円 50 銭 －122 円 20 銭 －62 円 82 銭 5 厘 
注 田 10 町歩 畑 5 町歩を 
所有 
田 1 町 5 反歩 畑 5 反歩 
を所有し、其全部を自作 
する者 
田 1 町 5 反歩畑 4 反歩 
を小作し、自分は何等 
所有地なき者 


















表 1.1.2 1914〜16 年帝国農会総会の米価に関する建議案 
1914 年第五回総会 1915 年第六回通常総会 1916 年第七回通常総会 

























































































































注：帝国農会史稿編纂会、1972ｂ、 742、745、754-755 頁より作成。下線、引用者。 
  
この時期において、帝国農会は米価低落の対策として低金利案や農業倉庫案も建議して













表 1.1.3 1913〜16 年『帝国農会報』に於ける米価調節論に関する記事 
年代 巻 号 タイトル 著者 備考 
1913 3 1 米価調節の根本策   
2 米価騰貴と其調節に就て 法学士・松崎蔵之助 農村金融について 
1914 
  
4 5 米価の調節に就て 衆議院議員・加賀卯之吉 台鮮米代用制度への批判 
7 米価調節の意義  調節の必要性について 
8 米の問題に就て 法学博士・田尻稲次郎 食糧増産について 









11 米価調節に関する建議 秋田県農会  
12 米価と調節策  新聞記事、米価の状況及び政府の
                                                   
24 関税問題をめぐる議論は川東の研究（1990）の第１、2 章も参照されたい。 





















3 徳川時代の米価調節 山崎徳吉  










7 米価調節論 法学博士・小川郷太郎 農村金融について 




7 食料品価格の制定   
7 標準米制度改善策 内池廉吉  
8 米価調節に関する政策  道府県農会長協議会の記事録の
一部 
10 ※米価調節私見 福沢泰江  
11 明治政府の米価調節策 農商務省農務局  




12 米価調節の可否 農学士・西垣恒矩 米価調節の必要性について 

















                                                   
25 『帝国農会報』5 巻 2 号、84-88 頁。 


































                                                   
26 『帝国農会報』5 巻 10 号、58-59 頁。 
27 『帝国農会報』6 巻 7 号、34-38 頁。 





























山田斂は 1918 年 5 月号に掲載された「米価調節に就て（消費者を顧慮すると同時に生産
                                                   
28 第一次大戦後のインフレ、投機、買占め、売惜しみなどの理由が重なって、米価は上昇しつつあった。
それに対して、各新聞紙上では「暴騰」として報道されていた。例えば 1918 年 1 月 29 日付の大阪新報に
「米価の大暴騰：暴利取締令如何」、1918 年 2 月 19 日付の神戸新聞に「米価昂騰趨勢」、1918 年 4 月 19
日付の万朝報に「米価暴騰抑止」、1918 年 5 月 10 日付の福岡日日新聞に「米価暴落防止の急」など、「米
価暴騰」について触れている記事が多く存在している。（http://www.lib.kobe-u.ac.jp/sinbun/index.html 
神戸大学附属図書館・新聞記事文庫データベース） 































米価 100 160.9 166.9 125.0 101.7 105.9 173.0 
物価 100 130.6 132.3 125.7 127.2 154.0 195.4 
賃銀 100 134.4 136.9 135.9 132.3 138.6 169.1 
 
表 1.1.5 1917（大正 6）年 2 月の価格及び指数（1914～16 年の平均を 100 とする） 
 米 大麦 裸麦 小麦 麦粉 栗 
価格（円） 24.610 14.350 20.320 24.320 ― 24.600 
指数 172 315 236 210 205 400 
 
作付状況 
大正 6 年の作柄平 
年に比し 3 分増 
同 5 分増 同 5 分増 同 3 割４分増  平作 










                                                   
29 『帝国農会報』8 巻 5 号、1-12 頁。 
30 『帝国農会報』8 巻 6 号、74-77 頁。 








表 1.1.6 1918〜19 年『帝国農会報』における米価調節論 
年代 巻 号 タイトル 著者 
1918 
  
8 3 米価調節調査会  
5 米価調節に就て 山田斂 
6 米価調節に関する建議 富山県農政倶楽部→政府 
7 米価調節問題 斉藤宇一郎 
7 米価調節と農民の帰嚮 中村孝二郎 
7 米価調節に関する建議 山口県農会→政府 
7 米価調節に関する建議 愛媛県農政倶楽部→政府 
8 政府の米価調節について  
1919 9 4 米価調節の恒久策 農学会 
4 臨時国民経済調査会の米価対応策  
9 今日の米価調節策を評す 横井時敬 
9 米価緩和策を徹底的に断行すべし 山本美越乃 


















32 「米穀国営案」東京朝日新聞 1918 年 9 月 26 日付。
（http://www.lib.kobe-u.ac.jp/das/jsp/ja/ContentViewM.jsp?METAID=00733426&TYPE=IMAGE_FILE
&POS=1 神戸大学附属図書館・新聞記事文庫データベース、2016 年 2 月 20 日にアクセス） 
33 同前。 

































                                                   
34 「米穀国営論」東京朝日新聞 1918 年 10 月 18 日付。
（http://www.lib.kobe-u.ac.jp/das/jsp/ja/ContentViewM.jsp?METAID=00733449&TYPE=HTML_FILE
&POS=1 同前） 













表 1.1.7 米穀国営案に触れた記事 
年代 巻 号 タイトル 著者 備考 
1918 8 9 今が米穀官営の最好機なるを論じ
併せて其具体的法案に及ぶ 
熊谷繁三郎  
10 米麦公営案の提唱 不明 国民生活改良会による提唱 
1919 9 4、5 米と営利との問題 澤村康  













                                                   
35 戦後の初期米価審議会のメンバーは農業団体を代表する者、消費者団体を代表する者、学識経験のある
者、その他（衆参議員委員など）から構成されている。 
36 1893 年東京都生まれ、1951 年没。東京帝国大学農科大学ならびに法科大学を卒業後、1922 年イギリス
などへ留学。帰国後九州帝国大学教授を勤めていた（協同組合事典編集委員会、1986、986-987 頁）。 
37 『帝国農会報』8 巻 10 号、4-22 頁。 
38 『帝国農会報』9 巻 4 号、7-16 頁。 
39 『帝国農会報』9 巻 5 号、10-17 頁。 
40 『帝国農会報』8 巻 10 号、21 頁。 
41 『帝国農会報』9 巻 5 号、14 頁。 


































                                                   
42 『帝国農会報』8 巻 9 号、13-23 頁。 





























                                                   




44 『帝国農会報』9 巻 7 号、22-30 頁。 
45 『帝国農会報』9 巻 2 号、19 頁。 
46 『帝国農会報』9 巻 3 号、20 頁。 
47 『帝国農会報』9 巻 3 号、21 頁。 
48 玉、1996、第 4 章を参照。 


































                                                   
49 米価調節調査会の中から、常平倉、米倉証券、低利資金、米価補給案が提起された。これらについての
議論は川東の研究を参照。 































                                                   
50 河合良成は富山県生まれ、1911 年東京帝国大学法学部政治科卒業後、農商務省に入り、1914 年農商書
記官、1918 年臨時外米管理部業務課長、1920 年東京株式取引所常務理事などの経験を経て、戦後、農林
次官（1945 年 10 月）、厚生大臣（1946 年 5 月）に就任した。（ダイヤモンド社編、1964、167 頁） 
51 鈴木、1938、河合良成氏述「米価調節私論」１頁。 
52 鈴木、1938、河合良成氏述「米価調節私論」7-8 頁。 































第四 政府ハ米穀取引所ノ経営ヲ為スコト  
  
 政府が一つの市場主体となり、直接に米穀倉庫、及び米穀取引所の経営を行い、さらに、
                                                   
53 鈴木、1938、河合良成述「米価調節私論」36 頁。 
54 鈴木、1938、河合良成述「米価調節私論」40-41 頁。 

































                                                   
55 米価調節調査会、1916a、73 頁。 
56 米価調節調査会、1916a、10 頁。 

































                                                   
57 米価調節調査会、1916a、82-83 頁。 
58 米価調節調査会、1916a、115-116 頁。 
59 米価調節調査会、1916a、163-164 頁。 

































                                                   
60 米価調節調査会、1916a、198-199 頁。 
61 米価調節調査会、1916a、208 頁。 


















































                                                   
62 農林大臣官房総務課編、1959、115-121 頁を参照。 















































































































                                                   
63 米価調節調査会、1916a、140 頁。 
64 米価調節調査会、1916a、257 頁。 
































                                                   
65 米価調節調査会、1916a、267 頁。 
66 米価調節調査会、1916a、268-269 頁。 
67 米価調節調査会、1916a、270 頁。 
68 米価調節調査会、1916a、273 頁。 
































                                                   
69 米価調節調査会、1916a、274-275 頁。 
70 米価調節調査会、1916a、277 頁。 
71 米価調節調査会、1916a、278 頁。 

































                                                   
72 米価調節調査会、1916a、291-292 頁。 

































                                                   
73 米価調節調査会、1916a、65 頁。 
74 米価調節調査会、1916a、65 頁。 









































表 1.2.1 諮問特別委員会委員名簿 
氏名 肩書き等 備考 
神野勝之助   
古在由直 農学博士 帝国農会評議員 
藤田四朗※   
浜口雄幸※   
渡邊修※   
渋沢栄一 男爵  
横井時敬※ 農学博士 東京農業大学学長、帝国農会評議員 
岡田良平※   
水町架裟六 法学博士 大蔵省理財局長 
志村源太郎※   
桑田熊蔵※ 法学博士 帝国農会評議員 
矢作栄蔵※ 法学博士 東京帝国大学農科大学教授、帝国農会評議員 
瀧口吉良  衆議院議員 
斎藤宇一郎  帝国農会評議員 
中野武営  東京商業会議所会頭 
鈴木馬左也  住友の三代目総理事 
和田豊治※  富士紡績株式会社取締役 
武市利美   
中村貞助   
上原豊吉  渋沢商店支配人 


















                                                   
76 米価調節調査会、1916b、8-13 頁。 






















                                                   












80 浜口雄幸、 1870 年高知県生まれ。1895 年東京帝国大学大学政治学科を卒業後、大蔵省に入省。専売局
長官（1907 年）、大隈内閣の大蔵次官（1914 年）を経験し、1915 年第 12 回総選挙で高知から当選。その
後、大蔵大臣、内務大臣を経験し、1929 年内閣総理大臣。1931 年死去。（川田稔、2007、浜口雄幸略年譜
より） 
81 志村源太郎、1867 年山梨県生まれ。1902 年日本勧業銀行副総裁。1905 年東京商業会議所特別議員とな
り、1911 年日本勧業銀行総裁に任命された。一方、1909 年産業組合中央会監事、10 年帝国農会特別議員、
14 年産業組合中央会副会頭、15 年代日本米穀会会頭となり、22 年産業組合中央会会頭に就任。米穀調節
調査会委員と同時に、帝国農会特別議員、産業組合中央会副会頭、東京商業会議所特別議員、大日本米穀
会会頭、日本勧業銀行総裁を務めた。（志村源太郎刊行会編、2000、年譜より） 



































                                                   
82 米価調節調査会、1916c、21-22 頁。 
83 米価調節調査会、1916c、28 頁。 




































                                                   
84 米価調節調査会、1916c、30-31 頁。  
85 米価調節調査会、1916c、51-52 頁。 
86 川東、1990、54-55 頁。 

































                                                   
87 川東、1990、57-58 頁。 
88 米価調節調査会、1916c、95 頁。 
89 米価調節調査会、1916c、85-87 頁。 
90 米価調節調査会、1916c、111 頁。 

































                                                   
91 米価調節調査会、1916c、118-119 頁。 































                                                   
92 米価調節調査会、1916c、102 頁。 




より、執筆者：末岡照啓、2016 年 2 月 20 日にアクセス） 
94 米価調節調査会、1916c、113-114 頁。 
































                                                   
95 米価調節調査会、1916c、223-224 頁。 
96 米価調節調査会、1916c、107-108 頁。 
97 米価調節調査会、1916c、233-235 頁。 

































                                                   
98 米価調節調査会、1916c、166 頁。 
99 米価調節調査会、1916c、164-165 頁。 
100 米価調節調査会、1916c、167 頁。 
101 米価調節調査会、1916c、237 頁。 


































                                                   
102 米価調節調査会、1916c、159 頁。 




























                                                   
103 米価調節調査会、1916c、162 頁。 










106 米価調節調査会、1916c、158 頁。 





































                                                   
107 米価調節調査会、1916c、203 頁。 
108 米価調節調査会、1916c、207 頁。 


































                                                   
109 米価調節調査会、1916c、135 頁。 































                                                   
110 米価調節調査会、1916c、136-137 頁。 
111 米価調節調査会、1916c、261 頁。 
112 米価調節調査会、1916c、262-264 頁。 











米券倉庫会社又は組合にて経営せるもの 204 29976.43 337544 153914 
産業組合にて経営せるもの 171 5168.69 48744 4330 
農会にて経営せるもの 7 214 2186 － 
其の他の団体にて経営せるもの 353 77803.3 62448 97700 
合計 735 33129.43 450920 255944 
注：農商務省農務局、1915、1-12 頁より作成。 
 






















                                                   
113 農商務省農務局、1915、1 頁。 













































































































































































                                                   
1 大豆生田、1993、183 頁。 
2 玉、2013、85 頁。 



























第一回米穀委員会（1921 年 5 月 23 日）における政府の原案では、300 万石を買い上げ







                                                   
4 荷見、1957、3 頁。 











 一方、第一回米穀委員会の開催前の 4 月 29－30 日に、道府県農会長及同役職員協議会が
開かれた。そこで、農商務大臣宛に「米穀法実施ニ関スル建議」が出された。 






















                                                   
6 荷見、1957、12 頁。 

































業団体リーダーの批判を確認してみよう。1922 年 11 月号の『帝国農会報』に帝国農会幹
                                                   
8 農林大臣官房総務課、1957、748-750 頁。 
9 大豆生田、1993、184-189 頁。 
































ほかに表 2.1.1 にあるように、『帝国農会報』では、15 巻 5 号に米穀法改正についての「時
                                                   
11 岡田温は 1921 年帝国農会幹事に就任した。就任後、米生産費調査、小作制度調査、農業経営調査など
に取り組み、米穀調査会幹事（1929 年）、農村経済更正中央委員会幹事（1932 年）米穀生産費調査委員会
委員（1934 年）を務めた。一方、1924 年衆議院選挙に出馬し当選した。1936 年帝国農会幹事を退職後、
帝国農会特別議員に就任した。（川東、2010、357-367 頁） 
12 『帝国農会報』12 巻 11 号、31 頁。 








表 2.1.1 『帝国農会報』における米穀法に関する記事（1921−25年） 
年代 巻 号 著者 タイトル 
1921 11 6 中沢弁次郎 米穀法の実施とその影響 
6  米穀法関係諸規則 
1922 12 11 帝国農会幹事・岡田温 米穀法の根本疑義 
1923 13 3 帝国農会幹事・岡田温 再び米穀法を論ず 
1925 15 5 貴族院議員・志村源太郎 米穀法の改正に就て（標準価格設定の急務） 
5 法学博士・矢作栄蔵 米穀法改正の必要 

















                                                   
14 志村源太郎は 1867 年山梨県生まれ。1889 年帝国大学法科大学を卒業、東京農林学校（東大農学部の前
身）教授となった。翌年農商務省に入り、1898 年農商務省を辞し日本勧業銀行相談役となった。99 年横











































                                                   
17 『帝国農会報』15 巻 5 号、9-15 頁。 

































米穀法運用調査会（以下、調査会）は 1928 年 4 月岡山市で開催された第二十一回大日本
                                                   
20 『帝国農会報』15 巻 5 号、15-17 頁。 
21 二つの意見はあくまでも議論の重点の違いであり、政策だけ、又は農民だけに頼るべきという二者択一
的な議論ではない。 





米穀会23の決議により、12 月に設立された。会頭・志村源太郎によって、表 2.1.2 の委員が
嘱託された。 
 
表 2.1.2 米穀運用調査員会委員一覧 
注：大日本米穀会、1930、「米穀法運用調査委員会委員」１頁より作成。 
 
 表 2.1.2 からうかがえるように、委員は、主に学識経験者と米穀商（米穀商組合、米穀取
引所の関係者）から構成され、ほかに、産業組合及び農会関係者も入っている。小委員会
                                                   








委員 肩書き 備考 
志村源太郎 大日本米穀会会頭 委員長  
伊藤悌藏  小委員会委員 
橋本伝左衛門 京都帝国大学教授 農学博士  
河田嗣朗 大阪商科大学長 法学博士  
那須皓 東京帝国大学教授 農学博士  
内池廉吉 東京商科大学教授 法学博士 小委員会委員 
安藤広太郎 帝国農会副会長 農学博士 小委員会委員 
佐藤寛次 東京帝国大学教授 農学博士  
気賀勘重 慶応大学教授 法学博士  
鹽澤昌貞 早稲田大学教授 法学博士 小委員会委員長 
土方成美 東京帝国大学教授 経済学博士  
千石興太郎 産業組合中央会主事 小委員会委員 
岩木六兵衛 大阪殻物商同業組合組長  
林市藏 大阪堂島米穀取引所理事長  
加賀卯之吉  小委員会委員 
瀧川儀作 神戸取引所理事長  
曽野作太郎 京都取引所理事長  
永野護 東京米穀商品取引所理事  
麥生富朗 広島県農会幹事  
梅原保 大日本米穀会専任幹事  
上田彌兵衛 大日本米穀会 幹事 小委員会委員 
矢川茂平治 神田米穀市場組合幹事長  
安川彦夫 大阪堂島米穀取引所理事 小委員会委員 
布施国治 新潟県農会副会長  
文箭郡次郎 大阪堂島米穀取引所取引員組合委員長  
近寅一郎 新潟県米商組合聯合会長  
後藤安太郎 名古屋米穀取引所理事長  
有松尚龍 東京米穀商品取引所取引員組合委員長  
木村徳兵衛 東京廻米問屋組合総行事 小委員会委員 
三浦大五郎 東京米穀商品取引所理事長  






























                                                   
24 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 2 月 27 日議事録の 51 頁、志村の発言による。 
25 安藤広太郎、1871 年兵庫県生まれ。1896 年帝国大學農科大學農学科卒業後、農事試験場技師などを経
て、1920 年に農事試験場長に就任した。その傍ら、1921—26 年、九州帝大教授、1923-32 年東京帝大教授、





27 大日本米穀会、1930、「序」の 2 頁。 



































                                                   
































                                                   
30 大日本米穀会、1930、昭和 3 年 12 月 9 日議事録の 26-27 頁。 
31 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 2 月 26 日議事録の 38-39 頁。 
32 1933 年調査によると、近は村内 376 反、村外 1754 反の土地を所有していた（新潟県農地改革史刊行会、
1991、75 頁）。 
33 川東、1990、159 頁。 



































                                                   
35 大日本米穀会、1930、昭和 3 年 12 月 9 日議事録の 11-12 頁。 


































                                                   
37 鈴木、1974、29 頁。 
38 川東、1990、158-160 頁。 
39 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 2 月 27 日議事録の 10 頁、内池の発言より。 

































『大日本米穀会 25 周年論文集』及び『国民経済雑誌』49 巻６号ともに収録されている内池
の「米価の統制に就て」という論文と照らし合せて、内池の米価統制に対する考え方をよ
                                                   
41 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 3 月 6 日小委員会議事録の 9-10 頁。 


































                                                   
43 内池、1930、878-879 頁。 


































                                                   
46 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 4 月 2 日議事録の 24-25 頁。 
47 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 4 月 2 日議事録の 31 頁。 
48 大日本米穀会、1930、昭和４年 3 月 6 日小委員会議事録の 10 頁。 
49 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 3 月 24 日小委員会議事録の 18 頁。 


































                                                   
51 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 2 月 27 日議事録の 25 頁。 
52 大日本米穀会、1930、昭和 4 年 3 月 4 日小委員会議事録の 4 頁。 
































した下記の「米穀に関する意見」55（小委員会の決議、1929 年 4 月 2 日）に反映されてい
く。 
 
                                                   
54 大日本米穀会、1930、昭和.3 年 12 月 10 日議事録の 44 頁。 

















































































米穀法時代の米価変動は図 2.2.1 の示す通りである。図 2.2.1 の米価から見ると、1921、








図 2.2.1 東京深川正米市場の月別平均米価の変動（1921―32 年） 単位：円／石 
 
注 1：中沢、1933、466-514 頁より作成。 


































































































































































































表 2.2.1 一般物価指数と米価指数（1921～31 米穀年度の平均） 
 
注 1：農林省農務局、1932、24-27 頁より作成。1900 年 10 月を 100 とする。 
注 2：米穀年度は前年 11 月 1 日から当該年度の 10 月 31 日までを指す。 
注 3：米価率は米価指数／一般物価指数より計算したものである。小数点二位以下は四捨五入。 
 






表 2.2.2 『帝国農会報』における米価問題に関する記事（1921～25 年） 
年代 巻 号 著者 タイトル 備考 
1921 11 5 岡山県農会幹事、農学者・
菅野鉱次郎 
米価に就て 米穀法の実施に対する建議 










8 帝国農会副参事・内藤友明 米価問題の真諦  
1924 
 
14 3 宮路質 米の農家庭先値段 価格データ 
7 帝国農会嘱託 勝賀瀬質 米価に就て  




23  各県産米売行相場 データ 







一般物価指数 米価指数 米価率 
1921年 265.47 249.58 0.94 
1922年 264.82 311.75 1.18 
1923年 257.95 267.92 1.04 
1924年 272.40 319.17 1.17 
1925年 270.86 356.17 1.32 
1926年 242.20 325.00 1.34 
1927年 225.15 302.83 1.35 
1928年 224.96 265.17 1.18 
1929年 223.39 246.00 1.10 
1930年 188.73 230.92 1.23 































                                                   
56 内藤友明は、1894 年富山県生まれ。1917 年東京帝国大学農科大学農学実科を卒業後、徳島県農会技手、
帝国農会書記（1920 年）、帝国農会副参事（1922 年〜）、富山県農会技師兼幹事（1924 年〜）を経て、1935
年富山県農会を辞職した。1940 年石黒忠篤農商務大臣の秘書官となり、1941 年農職務大臣官房事務嘱託、
農村更生協会理事、農業報国連盟嘱託を歴任した。（松田、2012、155 頁を参照） 
57 『帝国農会報』13 巻 8 号、9-10 頁。 
58 松田、2012、154-157 頁。 






























                                                   
60 勝賀瀬質は 1923 年東京帝国大学農学部卒業。同年帝国農会に就職、京都中央卸売市場に生産者代表と
して駐在。その後、帝国農会参事、幹事（1933〜36 年）、全国購買販売組合連合会理事、全国米麦改良協
会副会長などを務めた。（勝賀瀬質、1965、奥付） 
61 『帝国農会報』14 巻 7 号、7-8 頁。 
62 『帝国農会報』14 巻 7 号、8 頁。 
63 荒川五郎は 1865 年広島県生まれ。日本大学法律科卒業。逓信省副参政官、大東文化協会常任理事など
を務め、憲政会政務調査会長となる。1904 年初当選以来、衆院議員に 10 回当選。1944 年没。（日外アソ
シェーツ株式会社、2011、25 頁） 
64 『帝国農会報』13 巻 4 号、33 頁。 


































                                                   
67 帝国農会史稿編纂会、1972b、789 頁。 
68 帝国農会史稿編纂会、1972b、795 頁。 
69 帝国農会史稿編纂会、1972b、799 頁。 
70 人口食糧問題調査会は「内閣総理大臣の監督に属し関係各大臣の諮詢に応じて人口問題及食糧問題に関
する重要なる事項を調査審議」する機関である（大阪時事新報 1927 年 7 月 8 日付の記事を参照）。 





表 2.2.3 『帝国農会報』における米価問題に関する記事（1926～29 年） 
年代 巻 号 著者 タイトル 
1926 16 6 衆議院議員・荒川五郎 国民生活の安定は米価の安定にある 
1927 17 2 勝賀瀬質 最近に於ける米価の趨勢 
帝国農会調査部 米価暴落原因に対する道府県農会の意見 
1928 18 3、4 勝賀瀬質 農産物価格維持問題に就いて 
11 東浦庄治 米価と米作付面積との関係に就て 
12 小平権一 我が国に於ける最近の米穀問題 
1929 19 3 帝国農会 米価応急策に対する意見 
9 帝国農会幹事・岡田温 米価政策の主要点 
10 帝国農会会長・矢作栄蔵 米価下落の原因とその対策 





























                                                   






























                                                   
73 『帝国農会報』17 巻 2 号、52 頁。 
74 『帝国農会報』17 巻 2 号、40 頁。 
75 『帝国農会報』17 巻 2 号、46 頁。 
76 東浦庄治は 1923 年東京帝国大学経済学部を卒業、帝国農会副会長矢作栄蔵の招きによって帝国農会に
入り、調査事務に従事する。1933 年 3 月、産業組合中央会に転じ、1934 年 8 月、帝国農会に戻り、幹事
兼経営部長となる。1943 年 10 月農業団体統合によって設立された中央農業会常務理事となる。1949 年の
自死まで、全国農業会副会長、農業復興会議副議長、農業家畜保険会会長など日本農業界関係の仕事に携
わり続けた。（東浦庄治選集刊行会編、1952、東浦庄治略歴 1-4 頁） 
































                                                   
78 『帝国農会報』18 巻 11 号、33 頁。 
79 『帝国農会報』19 巻 10 号、8 頁。  
80 『帝国農会報』19 巻 10 号、11 頁。 
81 『帝国農会報』19 巻 9 号、3 頁。 
82 『帝国農会報』19 巻 9 号、1 頁。 




































                                                   
84 『帝国農会報』19 巻 9 号、3 頁。 
85 『帝国農会報』19 巻 12 号、80 頁。 



















表 2.2.4 『帝国農会報』における米価問題に関する記事（1930～32 年） 
年代 巻 号 著者 タイトル 備考 
1930 20 4 
 








猪坂直一 米公方徳川吉宗の米価維持策  












10 車 恒吉 稲作と米価 1931 年の米作状況と米価についての
分析。 
1932 22 5  農林省農務局
長・小平権一 
米穀政策、その他に就いて  




8 岡田温 米穀専売を施行するとせば予 生産費は絶対的条件である、生計費は
                                                   
87 率勢米価＝米価率（＝米価指数／物価指数）の趨勢値×基準価格決定の前月の物価指数×基準米価。米









9 大滝源九郎 米価調節の一私案を駁す 「米価調節の一私案」に対し、自由主
義経済的な発想であり、実現不可能な
案理想と批判している。 








東 武 米専売の理論的根拠  
荷見安 最近に於ける米穀政策に就て  























 さて、この時期の生産費と米価はどのように変化しているだろうか。図 2.2.2 が示すよう
に、1925 年以降、米価と生産費の差は縮小する傾向があるが、 やがて 31 年に米価は生産
費を割ってしまった。帝国農会調査の生産費によると、「生産費を償えない米価」は 1934
年まで続いていく。なお、計算方法などによって、農林省と帝国農会調査の生産費との差
異はあるものの、31 年と 34 年の平均米価が生産費を償えていないのは、図 2.2.2 が示す通
り共通している。 
                                                   





























                                                   
89 桜井、1989a、82-86 頁。 
90 『帝国農会報』21 巻 1 号、53 頁。 















































                                                   
92 大阪朝日新聞（1931 年 8 月 14 日）、国民新聞（1931 年 8 月 18 日）などの専売に関する記事がみられ
る。 
93 『帝国農会報』21 巻 10 号、31 頁。 
94 東武は 1869 年奈良県生まれ。1889 年奈良十津川郷に大水害が発生、1890 年郷民 3000 人余を率いて北
海道に渡り、新十津川村、深川村を開拓した。1901 年北海タイムス社を設立、理事、社長となった。同年
第 1 期北海道議選に当選 2 期務める。1908 年衆院議員に当選、通算 10 期。政友会に属した。1939 年没。
（日外アソシェーツ株式会社、16 頁） 

































                                                   
96 東武「米穀専売論」（東京朝日新聞 1931 年 9 月 10-12 日付）。 
















































2 月末時点に、6 千万円台に上った99。このような状況の下で、第 56 帝国議会（1928 年 12
月 26 日～1929 年 3 月 25 日）では、米穀法の運用資金の借入限度は７千万円の増額になっ
たが、それは「米穀需給ニ関スル根本方針ノ決定ニ至ルマデ便法トシテ」が前提とされた100。 
















                                                   
98 大豆生田、1993、第四章「食糧「自給」政策の展開——一九二〇年代」を参照。 
99 米穀調査会、193–a（資料番号）、調査参考資料 4 頁、米穀需給調節特別会計累年損益計算表より。 
100 桜井、1989a、84 頁。 




いる。米穀調査会の答申を受け、1931 年 3 月 3 日に米穀法の第二回改正法案が公布されて、米価調節の基
準（最高価格、最低価格）が明確に定められるようになった。 





























表 2.3.1 諮問第一号特別委員会委員 
氏名 米穀調査会関係 備考 
前田利定※ 特別委員会、小委員会委員長 貴族院議員子爵 
有賀光豊※  朝鮮殖産銀行頭取 
安川雄之助  三井物産筆頭常務 
橋本圭三郎  日本石油社長 
東武 1929 年 7 月 2 日退任。 農林政務次官、政友会、農政研究会メンバー 
高田耕平  農林政務次官（東武の後任）、憲政会、農政研究会メン
バー 
西村丹治朗  農林政務次官（高田耕平の後任） 
                                                   
104 川東、1990、176 頁。 





河田嗣郎※  大阪商科大学長 
東郷実  衆議院議員、政友会、農政研究会メンバー 
上田彌兵衛  東京米穀商品取引所常務理事 
大口喜六 1929 年 7 月 2 日退任 大蔵政務次官 
小川郷太郎  大蔵政務次官（大口喜六の後任） 
川崎安之助 1929年9月7日特別委員辞任。 衆議院議員 
加藤勝太郎  加藤商会会長 
矢作栄蔵※  東京帝国大学教授、帝国農会会長 
吉植庄一郎 1929 年 7 月 2 日退任 商工政務次官 
横山勝太郎 1929 年 9 月 13 日就任 商工政務次官（吉植庄一郎の後任） 
上山満之進※ 1929 年 9 月 13 日就任 貴族院議員 
三輪市太郎※  衆議院議員、政友会、農政研究会メンバー 
小坂順造 1929 年 9 月 13 日就任 拓務政務次官 
三橋信三※  三菱倉庫株式会社代表 


















第一回総会（1929 年 6 月 13 日）で、次のように述べている106。 




                                                   





























 このような政府の意向の下で、1930 年 3 月 20 日に諮問第一号に対し答申が行われた。
政府の審議原案は作成されていなかったので、米穀法の存廃問題を含め、各委員から私案
が提出された。以下では、各私案及びそれをめぐる議論を検討していきたい。 
                                                   
107 米穀調査会、193−a、21 頁。 
108 米穀調査会、193−a、21 頁。 
109 米穀調査会、193–a、調査参考資料 8 頁。 
110 米穀調査会、193−a、22 頁。 
111 米穀調査会、193−a、143 頁。 


















一 経常調節 朝鮮ニ於テハ経常調節ニ重点ヲ置キ、季節的ニ平均売ヲ誘導ス 

















                                                   


































                                                   
114 これは 1929 年度朝鮮総督府の歳出（総計 22474 万円）の 10 分の１近くを占めている（大蔵省昭和財
政史編集室、1961、34、38 頁を参照）。 


































                                                   
116 米穀調査会、193−b、12 頁。 
117 三菱倉庫株式会社、1988、170-172 頁を参照。 








































































                                                   
120 米穀調査会、193−b、113 頁。 
121 大日本米穀会主導で 1928 年に設けられた米穀問題の研究会である。米穀取引所の関係者をはじめ、大
学教員、産業組合関係者、農会関係者がメンバーとして参加していた。（大日本米穀会、1930） 



































                                                   


































                                                   
124 米穀調査会、193−a、151 頁。 
125 米穀調査会、193−a、155 頁。 







































































作は帝国農会の会長でもあった。矢作は諮問第一号第五回特別委員会（1929 年 9 月 13 日）
に「米穀政策に関する私案」を提出した。帝国農会幹事で、米穀調査会幹事の岡田温の同
                                                   
129 米穀調査会、193−a、134-135 頁。 


































                                                   
131 岡田、2013、287 頁。 
132 岡田、2013、297 頁。 


































                                                   
134 米穀調査会、193−a、159 頁。 
135 米穀調査会、193−a、160 頁。 
136 米穀調査会、193−a、174 頁。 






















策ニ関スル私案」を諮問第一号第六回特別委員会（1929 年 9 月 14 日）に提出した。詳細
は表 2.3.2 の通りである。 
 



















































































                                                   
138 米穀調査会、193−b、70 頁。 
































                                                   
140 例えば、1929 年 6 月 20 日の岡田日記に「河崎、三輪、東郷三代議士ト会長ニテ后一時集会。米穀特
別委員会ノ下相談ヲナス。外米ノ専売ト鮮台米ノ移入管理ヲ決心ス」（岡田、2013、245 頁）と記録されて
いる。 
141 米穀調査会、193−a、363 頁。 
142 米穀調査会、193−a、300 頁。  


































                                                   
144 米穀調査会、193−a、334-335 頁。 































                                                   




147 米穀調査会、193−a、268 頁。 
148 米穀調査会、193−a、269 頁。 
149 米穀調査会、193−a、268-269 頁、東郷の意見書を参照。 
150 米穀調査会、193−a、273 頁。 































                                                   
152 上山満之進、1895 年帝国大学法科大学卒業後、内務省に入省し、1908 年に農商務省山林局長、1912
年熊本県知事を経て、1914 年農商務次官に就任し、米穀政策に取り組み始めた。その後 1918 年貴族議員、





&POS=1 神戸大学付属図書館新聞記事文庫のデータベースより、2016 年 2 月 20 日にアクセス） 





表 2.3.3 1927-29 米穀年度の月別米価と物価指数の変化 
月別 
年次 
11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 
1927 米
価 
299.00 290.00 283.00 302.00 308.00 312.00 312.00 315.00 315.00 304.00 300.00 294.00 
物
価 
226.87 224.32 224.41 226.75 226.55 225.11 226.20 227.05 224.64 221.57 223.59 224.71 
1928 米
価 
274.00 259.00 265.00 269.00 267.00 264.00 260.00 261.00 252.00 267.00 285.00 259.00 
物
価 
222.86 222.32 224.11 223.88 223.88 224.48 226.88 223.46 223.18 224.98 229.82 229.71 
1929 米
価 
248.00 243.00 239.00 242.00 246.00 251.00 249.00 250.00 240.00 240.00 241.00 263.00 
物
価 
229.07 229.75 227.86 226.20 226.23 225.13 223.00 221.71 219.57 218.45 217.54 216.21 
注 1：食糧管理局、1941、28-29 頁より作成。 
注 2：1900 年 10 月を 100 とする。 
 
表 2.3.3 からうかがえるように、1927～29 年の時期においては、米価が物価より比較的


















                                                   


































                                                   
156 農林省農務局編纂、1932、4-5 頁のデータより。 
157 川東、1990、175 頁。 





























































































































図 3.0.1 東京深川正米市場の内地玄米中米標準相場の変動 
（1925-1935 米穀年度、単位：円／石） 
 
注 1：食糧管理局、1941、24 頁から作成。 
注 2：米穀年度：前年度の 11 月 1 日から当該年度の 10 月 31 日まで。 
注 3：平均米価は、月別相場を平均にして計算されたものである。 
 
表 3.0.1 1932 年全府県農家総収入と稲作収入（単位：円） 
 総収入 稲作収入 総収入に占める稲作収入の割合 
自作 1019.52 463.82 45％ 
自小作 1024.60 481.82 47％ 
小作 1000.45 490.98 49％ 
注：農商省農政局、1942、47 頁から作成。割合は稲作収入／総収入によって計算したものである。 
                                                   
1 日本農業研究会、1977、第一部「恐慌下の農村」の第 2「五・一五事件と農業問題の沸騰」、51-74 頁を
参照。 
2 1931 年の軍事費は 4.5 億円に対し、32 年は 6.9 億円、33 年は 8.7 億円に増えた。それから、1932 年に
「時局匡救事業費」が新しく設けられ、2.6 億円の支出があった。（中村、2007、75-76 頁） 















1932 年 11 月 8 日付 9 日公布の勅令第 334 号によって設置された。会長は、当時の内閣総
理大臣・斉藤実が務め、副会長は、大蔵大臣・高橋是清と農林大臣・後藤文夫が務めた。
米穀統制調査会では、1932 年 11 月 24、25 日、33 年 1 月 14 日に三回の総会、32 年 11 月









米穀市場は国策会社・日本米穀株式会社（1939 年 7 月 15 日設立）の下に置かれるように
なった。しかし、39 年に西日本及び朝鮮の大干ばつの影響で食糧事情が悪化し、日本米穀












































                                                   
4 井出、2006、84 頁。 
























前述の通り、米穀統制調査会では、1932 年 11 月 24、25 日、33 年 1 月 14 日に三回の総
会、32 年 11 月 28 日から 33 年 1 月 11 日にわたって 7 回の特別委員会、12 月 14 日から














                                                   
7 川東、1990、244 頁。 









内閣総理大臣 子爵 斉藤 實 会長  
大蔵大臣 高橋 是清 副会長  
農林大臣 後藤 文夫 副会長  
従六位 ※安川 雄之助 委員 三井物産筆頭常務 
衆議院議員 小池 仁郎 委員  
貴族院議員 男爵 岩倉 道倶 委員  
正四位勳三等 ※河田 嗣郎 委員 大阪商科大学学長 
農林政務次官 伯爵 ※有馬 頼寧 委員  
内務政務次官 斉藤 隆夫 委員  
朝鮮総督府政務総官 今井田 清徳 臨時委員  
衆議院議員 秦 豊助 委員 政友会 
法制局長官 堀切 善次郎 委員  
貴族院議員 男爵 ※郷 誠之助 委員  
貴族院議員 侯爵 松平 康昌 委員  
農林参與官 松村 謙三 臨時委員  
台湾総督府総務長官 平塚 廣義 臨時委員  
拓務次官 河田 烈 臨時委員  
貴族院議員 伊澤 多喜男 委員  
従四位勳一等 ※★馬場 鍈一 委員 大蔵省出身の官僚、勧業銀行総裁 
拓務政務次官 ※堤 康次郎 委員  
衆議院議員 ※★若宮 貞夫 委員 政友会 
貴族院議員 子爵 ※青木 信光 委員  
大蔵次官 黒田 英雄 臨時委員  
正三位勲二等 子爵 牧野 忠篤 委員 帝国農会会長（1931-34 年） 
衆議院議員 川崎 克 委員 日本貿易振興会会長（1930-41 年） 
従四位勲四等 ※★有賀 光豊 委員 朝鮮殖産銀行頭取 
従三位勲二等 ※★矢作 栄蔵 委員 
帝国農会会長（1926-31 年）、帝国農会名誉
会長（1931-32 年） 
大蔵政務次官 ※堀切 善兵衛 委員  
貴族院議員 ※橋本 圭三郎 委員 日本石油社長 
正五位 ※橋本傳左衛門 臨時委員 京都帝大教授 
正五位勳六等 土方 久徴 委員 日本銀行総裁（1928 年 6 月-1935 年 6 月） 
衆議院委員 ※東 武 委員 政友会、農政研究会メンバー 
従七位勲六等 三橋 信三 委員 三菱倉庫常務 
貴族院議員 伯爵 酒井 忠正 委員  
貴族院議員 ※★上山 満之進 委員  
外務政務次官 瀧 正雄 委員  
正三位勲一等 岡田 良平 委員 産業組合中央会会頭 
専売局長官 佐々木 謙一郎 臨時委員  
従四位勲四等 ※★渡邊 銕藏 委員 東京商工会議所理事、大日本米穀会副会頭 
商工政務次官 ※岩切 重雄 委員  
内閣書記官長 柴田 善三郎 委員  
従七位勳四等 上田 彌兵衛 委員 東京米穀商品取引所常務理事 
衆議院議員 ※胎中 楠右衛門 委員 政友会 
衆議院議員 山崎 達之輔 委員  
衆議院議員 ※★高田 耘平 委員 憲政会、農政研究会メンバー 
農林次官 石黒 忠篤 臨時委員  







































10 農政研究会について、第二章注 97 を参照。 

































                                                   
12 米穀統制調査会、1933、140-141 頁。 
13 米穀統制調査会、1933、141-142 頁。 


































                                                   
15 率勢米価について、第二章注 87 を参照。 
16 澤村、1937、101 頁。 





























                                                   
18 米穀統制調査会、1933、71-72 頁。 
19 桜井、1989a、108-109 頁。 






































                                                   
23 米穀統制調査会、1933、228 頁。 
24 米穀統制調査会、1933、167 頁。 







































                                                   
29 米穀統制調査会、1933、18 頁。 































  （前略） 
七、戦時、飢饉、其他重大ナル事変ノ場合ヲ除キ平時ニ於テ政府カ斯ノ如キ危険ニシテ且ツ
                                                   
31 米穀統制調査会、1933、調査参考資料 69 頁。 
32 米穀統制調査会、1933、調査参考資料 69-70 頁。 








































                                                   


































































                                                   
























 二 委員ノ半数ハ米穀生産者側ヨリ選定スルコト 
注：米穀統制調査会、1933、調査参考資料 66-68 頁より作成。 
 
 昭和農業恐慌下、米価低落（図 3.1.1 を参照）の対策の一環として、生産者自体による全
国的な米共同販売体制の確立が必要とされ、産業組合側は 31 年に全国米穀販売組合聯合会
を立ち上げた。さらに、32 年 4 月、第 28 回全国産業組合大会で「産業組合五か年計画樹
立の件」を決議し、恐慌対策として、組合員数の増大や資力の充実などを掲げ、組織の整












                                                   
35 全国農業協同組合中央会、協同組合図書資料センター監修、1988、225-434 頁（第 4 章「農村経済更生
運動期」）を参照。 



























                                                   
37 帝国農会史稿編纂会、1972a、520-564 頁を参照。 
38 生産費について、1932 年 8 月 24 日の全国農会大会では、決議に「米穀法ヲ改正シ最低価格ハ米穀生産
費ヲ基礎トシテ定ムルモノトナスコト」（帝国農会史稿、1972b、1080 頁）とされ、その後帝国農会第二





39 帝国農会史稿、1972b、1081 頁。 






























                                                   
41 1932 年 7 月 27 日、農林省米穀部顧問会第一回会議では、長瀬米穀部長が米穀の「買上価格ガ主ナル専
売案ノ主張デハ生産費ヲ基礎トスルト云フコトニ相成ツテ居リマス、従ヒマシテ買上価格ハ一般物価ノ趨
勢如何ニ拘ラズ或ル程度ノ生産費ト云フモノニヒツ付イテ居ル、大体ニ於テサウ云フ風ニ固定シテ来ル」
と冒頭から明言していた。（1932 年 7 月 27 日、農林省米穀部顧問会第一回議事速記録、長瀬米穀部長の発
言より。農林省米穀部（1932）、農林水産研究情報総合センター荷見文庫所蔵） 
42 米穀統制調査会、1933、282 頁。 
43 1932 年 7 月 28 日、農林省米穀部顧問会第二回議事速記録、有賀顧問の発言。（農林省米穀部（1932）
農林水産研究情報総合センター荷見文庫所蔵） 



































                                                   




























                                                   
46 1932年 7月 28日、農林省米穀部顧問会第二回議事速記録、石黒農林次官の発言。（農林省米穀部（1932）、
農林水産研究情報総合センター荷見文庫所蔵） 






















































                                                   
48 米穀統制調査会、1933、調査参考資料 22 頁。 
49 米穀統制調査会、1933、165 頁。 



































                                                   














胎中は米専売私案（1932 年 11 月 7 日）で具体的な実施について次にように述べている52 
 
















   
 以上の四、五部分の引用からうかがえるように胎中の専売案の中では、収納の際、経済
力の弱い小農に対して、出来る限り融通を効かせ、さらに、自家用米の裁量も農家に任せ
                                                   































                                                   
53 米穀統制調査会、1933、調査参考資料 44 頁。 
54 米穀統制調査会、1933、209 頁。 


















































































































































































































































































































































































































































































                                                   
57 岡田温が答申案を執筆した事実については、川東（2009b）を参照。 
58 野本、1999、第 1 章第 3 節「岡田温の「自作農」像」。 
59 野本、1999、29 頁。 
60 岡田、1929、5 頁。 











表 3.2.2 『帝国農会報』における米穀問題に関する岡田温の論説（1933－42 年） 
年 月 巻 号 著者 タイトル 備考 
1933 8 23 7 岡田温 米穀政策私見  
1934 3 24 3 岡田温 米穀統制法と専売法――
外地米移入統制が生命 
 













 表 3.2.2 はこの時期、帝国農会機関誌である『帝国農会報』に発表された岡田温の米穀問
題に関する論説である。これらの論説の発表時期は岡田の帝国農会幹事在任時期と重なっ
ている。そこで、帝国農会の議論をこれらの論説を手がかりに考察していきたい。 



















                                                   
62 岡田、1929、42-53 頁。 


































                                                   
64 『帝国農会報』24 巻 3 号、5 頁。 


































                                                   
66 『帝国農会報』24 巻 3 号、8 頁。 
67 『帝国農会報』24 巻 5 号、32 頁。 
68 『帝国農会報』24 巻 6 号、16 頁。 

































                                                   
70 玉、1995、45 頁。 
71 玉、1995、52 頁。 































   
農産物の価格はかやうに低価すべき、或は向上困難なる状態に到つたに拘はらず、農産物の
生産費は著しい固定性を持つ。（中略）生産費減少の重要な原因となつてゐるものは労賃及肥
                                                   
73 東浦、1933a、244 頁。 
74 東浦、1933a、250-251 頁。 






















3.2.3）。植民地米の生産費が内地米より低いのは表の通りである。一方、表 3.2.4 は 1933
年産米の各月平均市場価格の相場である。表 3.2.3 と表 3.2.4 を合わせてみると、内地産米
の米価は 11、12 月の出回り期に生産費よりも低くて、4 月になってから、ようやく生産費









                                                   












































































325 77 101 44 165 ― 713 50 2223 125 2098 72 2170 
台
湾 
24 425 68 410 92 26 34 68 33 595 49 1824 98 1726 55 1781 
注１：「政府の発表した鮮湾米生産費(内訳)」大阪朝日新聞 1934・3・7 付（神戸大学附属図書館新聞記
事文庫データベース http://www.lib.kobe-u.ac.jp/sinbun/index.html）より作成。 






表 3.2.4 1934（米穀）年度東京市場と大阪市場の相場（各標準中米、単位：円／石） 




















21.95 20.77 21.67 22.27 22.03 22.97 24.34 24.82 25.20 26.39 26.74 30.00 











































                                                   




































過程については、表 3.2.5 にまとめた。表 3.2.5 が示すように、全販聯の設立は産業組合中
央会だけではなく、地方の支会の要望が強かったことがうかがえる。 
 
                                                   
80 大田原、2014、12 頁。 




表 3.2.5 全販聯の成立過程 
年代 出来事 具体的な内容 
1929 年 4
月 26 日〜



































































































月 27 日 
全販聯設立総会  
1931 年 5
























 表 3.2.6 1925〜35 年農家１戸当りの経済状況（単位：円） 
年度 農家所得 農業所得 農外所得 租税公課諸負担 家計費 農家経済余剰 
1925 1563  1218 345 119 1255 308 
1926 1374 1023 351 125 1185 189 
1927 1219 916 303 125 1117 102 
1928 1197 881 316 105 1090 107 
1929 1150 834 317 108 1074 76 
1930 723 497 226 91 800 —78 
1931 542 394 148 42 549 —7 
1932 624 477 147 39 559 65 
1933 726 565 161 41 606 120 
1934 732 565 167 43 638 95 
1935 838 657 181 43 705 133 
注 1：日本統計協会編、1988、94-95 頁より作成。 
注 2：以上の数字は調査した全農家の平均である。 
  










 しかし、設立初期、全販聯が期待された役割を果たせたとは言いがたい。図 3.2.1 は 1930
～33 年の米の総販売高と産業組合（単位組合、連合会を含む）の販売高である。この販売
                                                   








図 3.2.1 米の総販売高と産業組合取扱米の販売高（年：米穀年度、単位：石） 
 
 注 1：産業組合中央会『米における産業組合の地位』、1-4 頁より作成。 
 注 2：全国総販売数量、1930-32 年の連合会取扱販売高は推定数。 




















                                                   










































   
  私共が或は全購聯（全国購買組合聯合会：引用者）を作つた、或は全販聯を作つたと云ふこと
は、是は農業者の経済勢力を全国的に集中して、さうして農業者の勢力を、経済的社会的に
                                                   
84 千石、1929、80-81 頁。 
85 日本経営学会『經營學論集 14』、33 頁。 






























 表 3.2.7 『産業組合』の米穀特輯（1934 年 10 月号） 
論説 著者 備考 
現下の米穀問題に就て 米穀課長・荷見安 ※ 
米穀の自主統制に就て 京大教授・八木芳之助 ※ 
最近の米穀問題について 帝国農会幹事・平田慶吉 ※ 
                                                   
87 日本経営学会『經營學論集 14』、40-41 頁。 
88 日本経営学会『經營學論集 14』、43-44 頁。 





米の販売に於て産業組合の活動を阻止してゐるもの 九州大助教授・田中定 ※ 
全販聯と米穀販売統制 産業組合中央会・井關善一 ※ 
青森県に於ける米穀問題 田村浩  
岩手県に於ける米穀問題 南長俊  
長野県に於ける米穀問題 奥原潔  
石川県の米穀問題 国枝益二  


























                                                   
90 『産業組合』348 号、8 頁。 
91 『産業組合』348 号、9-10 頁。 
































                                                   
93 『産業組合』348 号、12-13 頁。 
94 八木、1934、4-5 頁。 
95 『産業組合』348 号、23 頁。 
96 『産業組合』348 号、25 頁。 


































                                                   
98 『産業組合』348 号、19-20 頁。 
99 『産業組合』348 号、22 頁。 


































                                                   































された（1934 年 9 月 1 日、官制）。米穀対策調査会は 1935 年 1 月 19 日に次の「米穀対策
案」104の答申を行った。 
   
                                                   
102 荷見、1937、第 8 章を参照。 
103 米穀対策調査会、1935、4 頁。 















 この答申案に基づき、政府は 1935 年 2 月 25 日に米穀統制法中改正法律案、米穀自治管

















                                                   
105 産業組合史編纂会、1966、第四章第 2 節を参照。 
106 産業組合史編纂会、1966、508 頁。 
































                                                   
108 全米商聯史刊行会、1943、80 頁。 
109 全米商聯史刊行会、1943、第四章を参照。 
110 全米商聯史刊行会、1943、70-77 頁。 
111 全米商聯史刊行会、1943、74 頁。 
112 全米商聯史刊行会、1943、75 頁。 
113 同前。 































代表と対策を検討した上で、1935 年 12 月、農林省主催で、公式に米穀配給調整協議会を
設置した。その後、同会から、「日本米穀株式会社案要綱」という案が浮上したが、議会で
                                                   
115 全米商聯史刊行会、1943、180-181 頁を参照。 






の提案には至らなかった。さらに、1937 年 7 月には、農林省主催の下で、米穀配給新機構
調査委員会が設置され、日本米穀株式会社案要綱を原案とする審議が行われた。  
この一連の議論を経て、1939 年 4 月に米穀配給統制法が公布・実施され、米穀取引に関
わる米穀取引所と正米市場が廃止された。米穀取引は一本化され、米穀市場は国策会社・
日本米穀株式会社（1939 年 7 月 15 日設立）の下に置かれるようになった。しかし、39 年
の西日本及び朝鮮の大干ばつの影響で食糧事情が悪化し、日本米穀株式会社は開店休業の
















表 3.3.1 米穀配給調整協議会のメンバー構成（1937 年 4 月 6 日時点） 
官職名又は位勲
功爵 




農林大臣 山崎達之輔 1935.12.24 1936.3.9 会長   
農林大臣 島田俊雄 1936.3.9 1937.2.2 会長   
農林大臣 山崎達之輔 1937.2.2  会長   
内閣調査局調査
官 
松井春生 1935.12.24 1936.4.24 委員 一部  
内閣調査局調査
官 




資源局長官 松井春生 1936.6.20  委員 一部  
大蔵省主計局長 賀屋興宣 1935.12.24 1936.5.30 委員 一部  




大蔵省理財局長 青木一男 1936.3.13 1936.5.30 委員 二部  




大蔵省理財局長 賀屋興宣 1936.6.5 1937.2.2 委員 二部  
司法省民事局長 大森洪太 1936.11.25  委員 二部  






小平権一 1935.12.24  委員 一部  












従三位勲二等 内池廉吉 1935.12.24  委員 一部（部長）  
正四位勲二等 佐藤寛次 1935.12.24  委員 二部（部長）  










従五位勲六等 千石興太郎 1935.12.24  委員 一部（副部長）  
正六位 山田斂 1935.12.24  委員 三部  
正七位 木村増太郎 1935.12.24  委員 一部 
日本商工會
議所理事 
 中野金次郎 1935.12.24  委員 二部（副部長）  




















 實吉雅郎 1935.12.24  委員 二部  
 平原重吉 1935.12.24  委員 三部  




農林省農務局長 戸田保忠 1936.1.11  臨時委員 一部  
従七位勲四等 上田彌兵衛 1936.1.11  臨時委員 二部  






勲八等 北川嘉兵 1936.1.11  臨時委員 三部  
 安川彦夫 1936.1.11  臨時委員 一部  




1935.12.24  幹事 一部  
農林書記官 横山敬教 1935.12.24  幹事 二部、三部  
農林書記官 平岡梓 1936.4.28  幹事 一部  
農林書記官 中尾桂一郎 1936.1.18  幹事 三部  





農林書記官 梶原茂嘉 1935.12.24  幹事 一部  
農林書記官 岡本直人 1936.4.28  幹事 一部  
商工書記官 永田彦太郎 1935.12.24 1936.4.28 幹事 二部  
商工書記官 大島永明 1935.12.24  幹事 一部  
商工書記官 辻謹吾 1936.1.18 1936.4.28 幹事 三部  
商工書記官 波江野繁 1936.4.28  幹事 二部  
商工書記官 牧楢雄 1936.4.28   一部  
従四位勲四等 本多佐七 1936.1.18  幹事 一部  
正六位 渡邊忠吾 1936.4.28  幹事 一部  



















































































































































                                                   






















































































率も高いとは言えない。千石の発言した時点（1936 年 4 月）、米生産総額の約 6～7％が全












                                                   
120 農林省米穀局、193？、168 頁。 
121 農林省米穀局、193？、205 頁。 
4.77% 










































                                                   
122 農林省米穀局、193？、183 頁。 
123 農林省米穀局、193？、174 頁。 


































                                                   
125 農林省米穀局、193？、228-229 頁。 



































                                                   
127 農林省米穀局、193？、504 頁、横山幹事発言より。 



































                                                   
129 農林省米穀局、193？、551 頁。 
130 寺岡寛（1998）を参照。 
131 農林省米穀局、193？、508-509 頁。 










































134 農林省米穀局、193？、598 頁。 














































1937 年 3 月帝国議会衆議院予算委員会では、取引所問題が再び提起されたが、その後内
閣の更迭により、6 月に近衛文麿内閣が成立し、有馬頼寧が農林大臣に就任した。当時日中
全面戦争の勃発直前で、取引所を救済する案は「時局柄面白くない」138ため、白紙に戻り、
1937 年 7 月 15 日の閣議決定に基づき、8 月 28 日に米穀配給新機構調査委員会が農林省に
設置された。米穀配給新機構調査委員会では、日本米穀株式会社案が議論の土台となった。 










を作成し、1939 年 2 月 23 日に再度米穀配給新機構調査委員会に諮問したところ、即日決





                                                   
136 日本米穀株式会社の設立により、取引所が廃止されるため、取引所側が取引所及取引員の営業権に対す
る賠償（廃業手当）を政府に要請していた。 
137 川東、1990、247-265 頁を参照。 
138 荷見、1955、68 頁。 
139 川東、1990、277-281 頁を参照。 































                                                   




142 梅原、1939、3 頁。 


































                                                   
144 梅原、1939、11 頁。 
145 同前。 
146 川東、1990、286 頁。この点について、川東（1990）第四章を参照。 

































                                                   
148 全米商聯史刊行会、1943、382 頁。 
149 農林大臣桜内幸雄の提案理由についての説明（全米商聯史刊行会、1943、352 頁）。 






















































































































































































































































                                                   
7 大森真一郎、1903 年栃木県生まれ。1928 年より農民運動、40 年渡満、46 年帰国、47 年日本農民組合
総本部事務局長、53 年同書記長。（大森、1960、奥付） 
8 大森、1960、115 頁。 

































当時の実務担当者によって書かれたものである。昭和 20 年代から 40 年代までを時代区分
                                                   
10 白木沢、2010、158 頁。 





























 ほかには、桜井（1989b）では、戦後から 1950 年代半ばまでの時期を「敗戦直後（1945
年～48 年）」、「食糧事情回復期（1949 年～51 年）」、「供出制度行詰まり下（1952 年~54 年）」
に分け、米をめぐる供出・集荷・配給、及び後に登場したパリティ方式14と限界生産費方式
                                                   
12 農政調査委員会、1979、6 頁。  











1946 年の米価決定に当り、農林省は 45 年産米生産費調査をもとに生産費方式によって、
「自家労賃について、三月の新物価体系において工業労賃が一日 13 円 5 銭であったが、最
近では約 39 円となって 2 倍を超えているので農業においても約 2 倍の 20 円にしようとい
う」ことで、150 キロ 600 円の方針を採った。一方、「物価庁は、五月の男子工業労賃 21
円 12 銭の八割の 17 円として」450 円を主張した。両者の話合いは難航し、生産者米価 600
円、標準売渡価格は 450 円としたが GHQ の了承を得られず、GHQ からパリティ計算に基
く 550 円という米価が指示された15。更に、1947 年産米価について、農林省は 1800 円を、
物価庁は 1700 円を主張した結果、基本米価 1700 円、供出完遂報奨金 50 円、包装代平均


















                                                   
15 桜井、1989b、44-45 頁。 
16 1934～36 年の平均を 1 にすると、卸売物価指数平均 1946 年 16.27、47 年 48.15 となる（加用、1977、
30-35 頁）。 

































団体の設立状況を概観する。この団体の設立時期は表 4.1.1 の通りである。 
                                                   
18 農民組合創立五十周年記念祭実行委員会編（1972）、全国指導農業協同組合連合会清算事務所（1959）、
全国農業協同組合中央会編（1973）、全国販売農業協同組合連合会編（1970）など。 




表 4.1.1 生産者代表団体の設立状況 
設立時期 団体名 備考 
1946.2 日本農民組合  
1946.6 全国農村青年連盟 1950 年 10 月全国農民連盟に改称 
1947.6 農業復興会議 1952 年解消 
1947.7 全国農民組合  
1948.10 全国販売農業協同組合連合会  
1948.10 全国指導農業協同組合連合会 1955 年農業中央会の設置によって、解散 




 1945 年 10 月に、須永好、野溝勝、黒田寿男、平野力三、大西俊夫20らの戦前の農民組合
指導者たちによって、「日本農民組合設立準備世話人会」（1945 年 10 月 3 日）が組織され、
農民運動関係者に文書が送られ、「全国単一ノ農民組合ノ結成」が呼びかけられた。また同
年 11 月 3 日に日本農民組合結成準備世話人会主催の全国懇談会、46 年 1 月 29 日、日本農






































 農青連は 1946 年 6 月 11 日、旧「産業組合青年連盟」22系の人々の提唱によって、政治












                                                   




























（ マ マ ）
された」と述べ、共産党批判の声明
を発表した。これに対し、日農中央常任委員会は平野を除名した。その後、47 年 5 月 25














                                                   
23 1947 年 1 月 23 日に開催された第二回代議員総会で決定された「当面の闘争方針」（青木、1962、407-408
頁参照）。 





26 『日本労働年鑑 第 23 集／1951 年版』（法政大学大原社会問題研究所ホームページに掲載、































た農業会が 1948 年 8 月 14 日までに強制解散され、農業協同組合の設立が奨励された。農
業会解散期限前の47年11月19日には農協法がすでに公布され、12月15日に実施された。
そのため、農業会の解散期限までに全国の市町村のほとんどに農業協同組合が設立された30。
そして、48 年 7 月 1 日全国農協連絡協議会の創立総会が開かれて、指導・販売・購買・信
                                                   
27 同前。 
28 農民組合創立五十周年記念祭実行委員会編、1972、298 頁。 
29 1945 年 12 月 9 日 GHQ の指示で、政府によって発せられた「農地改革についての覚書」。 







全国農協連絡協議会とともに、農業会の解散に伴う空白期対策として、48 年 7 月 1 日に
設置された農政協議会も全国連の設立を求めて活動していた。この二つの組織の活動によ








各種運動を推進せざるを得ぬ不便もあった」32という理由で 55 年 3 月に解散することを発
表し、11 月 30 日に業務停止し解散となった。 
 
（６）全国販売農業協同組合連合会（全販連） 
主に農協販売事業を担う全販連は 1948 年 10 月 13 日に創立総会が開催された。その設立









                                                   
31 全国指導農業協同組合連合会清算事務所、1959、83 頁。 
32 1955年 3月 29日全指連第八回臨時総会「解散理由書」（全国指導農業協同組合連合会清算事務所、1959、
197 頁） 
33 全国農業会を指す。 
34 全国販売農業協同組合連合会編、1970、138 頁。 















政府と農民の間を「調整する機能」を果たす機関として、1946 年 8 月 2 日に食糧調整委員
会が設置された。この委員会は主に主要食糧の供出に関わるものである。都道府県食糧調
整委員会の会長は都道府県の知事が担当した36。当時、政府は全国知事会で、食糧調整委員















                                                   
36 食管法施行規則の第一条の第二項に「都道府県食糧調整委員会ハ都道府県毎ニ置キ会長タル都道府県知
事及び左ニ掲ゲル委員ヲ以テ之ヲ構成スルモノトス」と定められた。 
37 満川、1972、90 頁。 
38 農林省大臣官房総務課編、1972a、1012 頁。 
































その後、農復の主導で、1948 年 9 月に全国農民代表者会議が開催された。この大会では
米価問題が激しく議論された結果、「米価問題を中心に経済閣僚懇談会開催中の関係大臣に
                                                   
40 「農業復興会議二年誌」（青木恵一郎編、1977、412 頁）。 





















9 月 17 日に農復、日農、全農、農青連は次の共同声明を発した45。 
 
23年産米生産者価格に関しわれわれは 9月 1日現在物価を基礎として産出した米価が正味
1石当 3947円である事実より推定し 11月 1日現在物価を基礎として決定すべき新米価は正




2 日に石当り正味価格 3595 円を発表した。 
                                                   
42 「農業復興会議二年誌」（青木恵一郎編、1977、397 頁）。 
43 「農業復興会議二年誌」（青木恵一郎編、1977、398 頁）。 
44 財政法（1947 年）第三条に「租税を除く外、国が国権に基いて収納する課徴金及び法律上又は事実上国
の独占に属する事業における専売価格若しくは事業料金については、すべて法律又は国会の議決に基いて
定めなければならない」と定められているが、「財政法第三条の特例に関する法律」（1948 年 4 月から実施、
1952 年 4 月に失効）に「政府は現在の経済緊急事態の存続する間に限り、財政法第三条に規定する価格、
料金等は」、タバコ、郵便、電信、国鉄料金などを除き、「法律の定又は国会の議決を経なくても、これを
決定し、又は改定することができる」と定められていた（現代法制資料編纂会、1984、208-210 頁）。 
45 「農業復興会議二年史」（青木恵一郎編、1977、401-402 頁）。 





























 こうして、各団体の要請に応じて、1949 年 8 月 2 日に「今後農民団体、農業団体、篤農
家、労働組合その他の消費者、学識経験者等の中から 25 名内外の委員の人選を進め、今月
                                                   
47 「農業復興会議二年史」（青木恵一郎編、1977、402-403 頁）。 
48 「農業復興会議二年史」（青木恵一郎編、1977、406 頁）。 
49 全国農業協同組合中央会編、1973、第 2 章を参照。 
50 全国指導農業協同組合連合会清算事務所（1959）の資料編、5-6 頁。 
51 全国指導農業協同組合連合会清算事務所（1959）の資料編、8 頁。 



















代表する者―7 名、3 学識経験者―3 名、計 20 名」とされたことである。こうして、1949











前述のように、米価審議会は 1949 年 8 月 2 日の閣議決定で設置された。当時委員の構成
について、「農民団体、農業団体、篤農家、労働組合その他の消費者、学識経験者等の中か
ら二十五名内外の委員の人選」55という構想があったが、農民・農業団体は農民・農業団体
                                                   
53 全国販売農業協同組合連合会、1949、68 頁。 


































                                                   
56 食糧庁、1949、2 頁。 
57 同前。 






表 4.2.1 1949 年委員名簿 
 委員氏名 所属団体及び職位 備考 
農業団体を代表する者  
７名 
東畑 精一 農業復興会議長  
石川 精一 全国農村青年連盟副委員長  
吉川 兼光 全国農民組合常任中央委員  
田中 啓一 全国指導農業協同組合連合会副会長  
大森真一郎 日本農民組合総本部事務局長  
黒田新一郎 農業調整委員会全国協議会会長  
足鹿 覚 全国販売農業協同組合連合会副会長  
消費者団体を代表する者 
7 名 
石川一郎 経済団体連合会会長  
星加 要 国鉄労働組合本部書記長  
武藤 武雄 日本炭鉱労働組合連合会会長  
奥 むめお 主婦連合会会長  
工藤 昭四郎 経済同友会代表幹事  
山花 秀雄 日本労働組合総同盟副会長  









中山 伊知郎 一橋大学教授  
大槻 正男 京都大学教授  
二見 貴知雄 日本銀行  
湯河 元威 農林中央金庫理事長  
中村 寅太 衆議院議員 新政治協議会 
村上 清治 同上 自由党 
薬師寺岩太郎 同上 自由党 
松浦 東介 同上 自由党 
寺島 隆太郎 同上 民主党 
笹山 茂太郎 同上 民主党 
佐々木 鹿蔵 同上 民主党 
北村 一男 参議院議員 自由党 
川俣 清音 日本社会党農民部長  
田中 正助 農業 篤農家 
工藤 誠一 同上 同上 
青井 勇 同上 同上 
小原 嘉 日本農民組合総本部書記長 日農統一派 














表 4.2.2 大森真一郎による 1949 年米価審議会委員代表区分 
生産者関係（7 名） 消費者関係 （7 名） 第三者 























































                                                   
59 全日本農民組合、1947 年 8 月 3 日結成。日本自由党支持の農民団体。地主・自作農・小作農を一丸と
した協調主義を唱え、階級闘争を排した民主健全農村の建設促進を宣言した。一般新聞でもきわめて軽い
扱いを受けるにとどまり、自然消滅した。（日本近現代史辞典編集委員会、1978、362 頁を参照） 
60 米価審議会対策協議会編、1949、5 頁。 






表 4.2.3 農政調査委員会による 1949 年米価審議会委員代表区分 
生産者関係（11 名） 消費者関係 （7 名） 第三者 























































                                                   
62 米価審議会対策協議会編、1949、8 頁。 
63 第四章第一節に触れた七団体。 

































                                                   
65 全国販売農業協同組合連合会、1949、8 頁。 
66 食糧庁、1949、19 頁。 
67 食糧庁、1949、25 頁。 




























表 4.2.4 1950 年米価審議会委員名（1950 年秋任命、1951 年秋まで） 
 委員氏名 所属団体 備考 
生産者関係 
 
大森真一郎 日本農民組合  
小林 慧文 全国農村青年連盟  
黒田新一郎 農業調整委員会  
田中 正助 農業  
工藤 誠一 農業  
青井 勇 農業  
井上 良二 全国農民組合  
竹尾 弌 全日本農民組合  
田中 啓一 全国指導農業協同組合連合会  
                                                   





足鹿 覚 全国販売農業協同組合連合会  
消費者関係 清水 慎三 日本労働組合総同盟  
星加 要 国鉄労働組合  
猪狩 正男 日本炭鉱労働組合連合会  
堀越 禎三 経済団体連合会  
酒井 喜四 経済同友会  
藤田 逸男 日本生活協同組合同盟  
奥 むめお 主婦連合会  
学識経験者 大槻 正男 京都大学教授  
東畑 精一 東京大学教授  
中山伊知郎 一橋大学教授  
二見貴知雄 日本銀行  
湯河 元威 農林中央金庫  
湯村辰二郎 食糧配給公団宮城県支局長  
その他 
 
松浦 東介 衆議院議員 自由党 
坂田 英一 同上 同上 
足立 篤郎 同上 同上 
河野 謙三 同上 同上 
橋本 竜伍 同上 同上 
佐々木鹿蔵 同上 同上 1950 年死去、代わりに衆議院議
員、自由党の西山亀七参加 
笹山茂太郎 同上 国民民主党 
片柳 真吉 参議院委員 緑風会 























表 4.2.5 委員名簿（1951 年 11 月 23 日任命、1952 年 11 月 27 日まで） 
 委員氏名 所属団体 備考 
生産者代表 足鹿 覚 全国販売農業協同組合連合会  
大森真一郎 日本農民組合  
鈴木吉次郎 全国農業委員会  
荷見 安 全国指導農業協同組合連合会  
消費者代表 清水 慎三 日本鉄鋼事業労働組合連合会  
福島 正男 経済団体連合会  
船田 文子 主婦連合会  
矢田 勝士 日本労働組合総評議会  
第三者代表 足立 篤郎 衆議院議員 自由党 
坂田 英一 同上 自由党 
笹山茂太郎 同上 国民民主党 
片柳 真吉 参議院議員 緑風会 
河野 謙三 参議院議員 自由党 
大川 一司 一橋大学教授  
大槻 正男 京都大学教授  
東畑 精一 東京大学教授  
川俣 清音 日本社会党農民部長  
湯河 元威 農林中央金庫理事長  
梶尾 茂嘉 全国食糧事業協同組合連合会  










農民・農業団体はすでに議論を重ね、方針を固めていたのである。1949 年 9 月 5 日、審議








                                                   
















第一回米価審議会は 1949 年 9 月 5、6 日の二日間行われる予定だったが、意見がまとま















                                                   
72 農林省大臣官房総務課編、1972b、131 頁。 
73 農林省大臣官房総務課編、1972b、137-138 頁を参照。 
74 戰後経済史編纂室、1955、35 頁。 
75 食糧庁、1949、2 頁。 


































                                                   
77 食糧庁、1949、1 頁。 
78 食糧庁、1949、10 頁。  
79 食糧庁、1949、8 頁、物価庁長官の発言。 






























                                                   





85 食糧庁、1949、12 頁。 
86 同前。 
































 この説明に基き、農民・農業団体側は 5700 円を基本米価とし、プラス包装代、早場奨励
金、超過供出奨励金などの補償金を主張した。そして、「もし会議がどうしても原単位方式
によるを得ざるものとすれば、それに近いパリティ方式を示したいと思う。大体に於いて、
                                                   
88 食糧庁、1949、18 頁。 





生産費は 5000 円-15000 円の幅があるが、これがそのまま問題にならないと云うわけでは
ない。（中略）これをいろいろまとめる点に於いて種々問題があり、私がまとめたものでは




























                                                   
90 食糧庁、1949、22 頁。 
91 食糧庁、1949、23-24 頁。 
92 食糧庁、1949、26 頁。 

































                                                   
94 食糧庁、1949、29 頁。 
95 同前。 
96 食糧庁、1949、29-30 頁。 
97 食糧庁、1949、31 頁。 

































 この答申案に対し、委員たちは 4700 円の基本米価と 1000 円の中間経費という数字の根
拠の説明を求めた。それに対して、東畑は次のように説明した101。 
                                                   
99 食糧庁、1949、35 頁、小委員長の松浦（衆議院委員）の発言より。 
100 食糧庁、1949、35-36 頁。 





   
大体の経過は 
農業団体のパリティ計算に於て指数 190位で 5700円位 



























                                                   
102 食糧庁、1949、42 頁。 



































                                                   
104 同前。 
105 食糧庁、1949、40 頁。 
106 食糧庁、1949、41 頁。 

































                                                   
108 食糧庁、1949、44 頁。 
109 同前。 
110 食糧庁、1949、45 頁。 
111 食糧庁、1949、47 頁。 

































                                                   
















前述のように 1951 年米価審議会の法制化とともに、メンバー数は 20 人以内と規定され


















                                                   











鹿は初回から生産者代表として審議会に参加してきたが、52 年 8 月国会議員立候補のため





その後衆議院委員として第三者代表に入る（表 4.3.3）。  
そして、東畑四郎と福島正雄が説明しているように生産者代表に、全販連、農業委員会、
日農、全指連、全食連が入っている。しかし、生産者代表といっても一枚岩ではなかった。 













                                                   
115 食糧庁総務部企画課、1952b、12 頁。生産者の 5 名は日農、全指導、全販連、農業委員会、全食連を
指すと考えられる。 
116 食糧庁、1953a、191 頁。 















表 4.3.1 米価審議会委員名簿（1952 年 12 月 5 日任命、53 年 12 月 24 日任期終了予定の
ところ、54 年 2 月 28 日まで延長）   
 氏名（候補） 所属団体 備考 
生産者代表（5 名） 大田賛平 全国販売農業協同組合連合会  
山内譲（西外居 1953 年 6 月
5 日） 
全国農業委員会協議会  
大森真一郎 日本農民組合  
武正総一郎 全国指導農業組合連合会  
梶原茂嘉（農林中央金庫・湯河
元威 1953 年 6 月 5 日） 
全国食糧事業協同組合連合会  
消費者代表（4 名） 船田文子 主婦連合会  
福島正雄 経済団体連合会  
参谷新一 日本労働組合総評議会  





東畑精一 東京大学教授  
大川一司  一橋大学教授  
大槻正男 京都大学教授  
山田義見 勧業銀行会長  
国会議員
（7 名） 
植木庚子郎 衆議院議員 自由党 
寺島隆太郎（今井耕 1953 年 6
月 5 日） 
衆議院議員 改進党 
足鹿 覚 衆議院議員  
三浦一雄（足立篤郎 1953 年 6
月 5 日） 
衆議院議員 自由党 
網島正興 衆議院議員 自由党 
川俣清音 衆議院議員 日本社会党 





                                                   




う説明を附して表 4.3.2 の区分を行っている。 
 
表 4.3.2 農林省による米価審議会委員名簿（1953 年） 













































                                                   
119 大森、1960、116 頁。 
120 食糧庁総務部企画課、1952b、99-100 頁。 





























表 4.3.3 米価審議会委員名簿（1954 年 6 月 1 日任命され、1955 年 5 月 31 日任期満了） 
 氏名 所属団体 備考 
生産者代表 
石井英之助 全国販売農業協同組合連合会  
石田宥全 日本農民組合総本部  
荷見安 全国指導農業協同組合連合会  
西外居 全国農業委員会協議会  
消費者代表 
田口宗一 日本労働組合総評議会  
船田 文子 主婦連合会  
堀越 禎三 経済団体連合会  
重枝琢己 日本労働組合総同盟  
                                                   





東畑精一 東京大学教授  
大川一司 一橋大学教授  
大槻正男 京都大学教授  
稲葉 秀三 国民経済研究協会理事長  
友末洋治 茨城県知事  
桑原幹根 愛知県知事  
山添利作 農林漁業金融公庫  
松隈 秀雄 日本租税研究協会  
小汀 利得 日本経済新聞顧問  
湯河 元威 農林中央金庫  
松山 義雄 衆議院議員 自由党 
網島正興 衆議院議員 自由党 
川俣清音 衆議院議員  
梶原茂嘉 参議院議員 緑風会 
今井 耕 衆議院議員 改進党 
足鹿覚 衆議院議員 日本社会党 
佐藤洋之助 衆議院議員 自由党 
注：食糧庁・食糧管理史編纂室・統計研究会食糧管理史研究会編、1958、349-350 頁より作成。 
 




表 4.3.4 米価審議会名簿（1955 年 6 月 13 日任命、56 年 6 月 12 日任期満了のところ、1957
年 6 月 30 日まで延長） 
 氏名 所属団体 備考 
生産者代表 
石井英之助 全国販売農業協同組合連合会  
荷見 安 全国協同組合中央会  
西 外居 石川県農業会議  
実川 清之 日本農民組合千葉連合会  
消費者代表 
重枝琢己 日本労働組合総同盟  
三巻秋子 主婦連合会  
堀越 禎三 経済団体連合会  
塩谷 信雄 日本労働組合総評議会  
第三者代表 
東畑精一 東京大学  
大川一司 一橋大学教授  
大槻正男 京都大学教授  
稲葉秀三 国民経済研究協会  
小汀 利得 日本経済新聞顧問  
松隈秀雄 日本租税研究協会  
湯河 元威 農林中央金庫  
湯村辰二郎 宮城県食糧事業協同組合連合会  
安孫子藤吉 山形県知事  
斎藤寿夫 静岡県知事  
片柳真吉 参議院議員 緑風会 
川俣清音 衆議院議員 日本社会党 
松山義雄 衆議院議員 自由民主党 
                                                   






安藤 覚 衆議院議員 自由民主党 
村松 久義 衆議院議員 自由民主党 
石田宥全 衆議院議員 日本社会党 




表 4.3.3 と表 4.3.4 が示すように、52 年のメンバー（表 4.3.1）と比べて、学識経験者が
大幅に増えている。これを見ると、日本経済新聞、日本租税研究協会124などの新しい団体




















                                                   
124 1949 年に来日したシャウプ税制使節団団長シャウプの示唆に基づいて、学会・産業界の有志、主とし
て経済団体連合会があっせん役になって民間の立場から財政・税制問題を調査・研究するために創立され
た団体である（日本租税研究協会のホームページにより http://www.soken.or.jp/p_info/info.html 2016 年
2 月 20 日閲覧）。 
125 食糧庁、1954a、6 頁。 
126 食糧庁、1954a、8-9 頁。 








































表 4.3.5 基本米価（単位：円／石当り） 
年次 諮問の基本米価 答申案 政府決定 
1949 年 ― 4700 4250 
1950 年 5529（包装代込） 5800 5529（原案通り） 
1951 年 7030（包装代別） 7500 7030（原案通り） 
1952 年 7500（包装代別） 再諮問 7500（原案通り） 
1953 年 7700（包装代別） 消費者価格について、
具体的金額提示せず 
不適当 8200 
















1952 年米価の決定をめぐり、審議会は 9 月と 12 月の二回にわたって開会された。9 月は
主に生産者価格の諮問に応じて開かれたのに対し、12 月は主に消費者価格をめぐって議論
された。さらに、任期の問題で、12 月の消費者価格審議の際に、委員が若干変わった（表









52 年 9 月の米価審議会では、広川弘禅農林大臣が「本審議会において消費者価格につい
てもあわせて審議するようにとの御要望があり、善処されたい旨の御連絡がございました
が、政府といたしましては、目下のところ消費者価格改訂の意思はございません。さしあ
                                                   































                                                   
129 食糧庁総務部企画課、1952a、5 頁。 
130 食糧庁総務部企画課、1952a、5-10 頁。 
131 食糧庁総務部企画課、1952a、8 頁。 
132 ①義務供出後の自由販売についての説明、②中間経費を明らかにすること、③消費者価格に関する政府
内部の試算とそれの一般家計に及ぼす影響の説明、④食管会計の収支予想の説明。 



































                                                   
134 食糧庁総務部企画課、1952a、62 頁。 

































                                                   
136 食糧庁総務部企画課、1952a、148 頁。 
137 食糧庁総務部企画課、1952a、154 頁。 

















求している 1 万円以上の米価を明示していない。その後、表 4.3.5 に示すように、政府は原













                                                   





141 食糧庁総務部企画課、1952b、1-2 頁。  
142 食糧庁総務部企画課、1952b、12 頁。 


































                                                   
144 食糧庁総務部企画課、1952b、103 頁。 

































                                                   
146 食糧庁、1953a、1-2 頁。 
147 食糧庁、1953a、2 頁。  
148 食糧庁、1953a、4 頁。 
































                                                   
150 食糧庁、1953a、5 頁。 
151 食糧庁、1953a、6 頁。 
152 食糧庁、1953a、181-187 頁。 
153 食糧庁、1953a、9 頁。 


































                                                   
155 都道府県単位の供出が完遂した場合において供出を完遂した生産者は、農協等特に政府の指定した集荷
業者（特別指定集荷業者）に自由に米を売り渡すことができるという制度である（食糧庁食糧管理史編纂
室・統計研究会食糧管理史研究会編、1958b、280-286 頁を参照）。  


































                                                   
157 食糧庁、1954b、1-2 頁。 


































                                                   
159 食糧庁、1954b、75-77 頁。 
160 食糧庁、1954b、146-148 頁。 










































































































































































































第二章では、米穀法実施後の 1920 年代の米価調節をめぐる議論を考察した。1910 年代















































































































































































































































岡田温著、川東竫弘原文校閲・脚注（2013）『帝国農会幹事岡田温日記 第 8 巻』（松山大学
総合研究所所報 第 74 号）松山大学総合研究所 
カ行 
金子文夫（1978）「東郷実の年譜と著作」（台湾近現代史研究会編（1993）『台湾近現代史研





































































会（2010）『戦後日本の食料・農業・農村 第 2 巻１ 戦後改革・経済復興期１』農林統



































戸苅義次（1985）「安藤広太郎先生小伝」（農業技術協会編『農業技術』40 巻 8 号、337-342
頁） 
ナ行 
中沢弁次郎（2001）『日本米価変動史』柏書房（復刻版、初版 1933 年） 



























































巻 2 号、1954 年 4 月、197-250 頁） 
持田恵三（1956）「食糧政策の成立過程（二）」（農林省農業綜合研究所『農業総合研究』10
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梅村又次ほか（1966）『農林業（長期経済統計 9）』東洋経済新報社 










食糧庁総務部調査課（1955）『米麦等の取引価格年報昭和 30 年度』 
食糧庁総務部企画課（1952a）『昭和 27 年 9 月 5 日・6 日米価審議会議事録』 
食糧庁総務部企画課（1952b)『昭和 27 年 12 月 26 日米価審議会議事速記録』 
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食糧庁（1953a）『昭和 28 年９月 21 日米価審議会議事速記録』 
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食糧庁（1954a）『昭和 29 年 6 月 28・29 日米価審議会議事速記録』 
食糧庁（1954b）『昭和 29 年 9 月 24・25 日米価審議会議事速記録』 




































農林統計研究会編（1974）『農業経済累年統計第 1 巻』農林統計研究会 
ハ行 
荷見安（1957）『食糧政策資料集成』日本食糧協会 
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